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資　　料　　項　　目

法人関係者との取引内容



　
法人名
　

〒　　　　-

主たる事務所の所在地

　

認可年月日・番号

　 　
法人の沿革 　
　 　
（事業開始に至る経緯及び 　

開始後の沿革） 　
　 　
　 　

　 　１　社会福祉事業

　 　　ア　第１種社会福祉事業

法人の行う事業 　　　（施設種類） 　（名称）　 （施設長名） 　（定員）　 　　（職員数）　 　（事業開始年月日）
　 　
　 　
　事業内容及び 　
　開始年月日等 　　イ　第２種社会福祉事業

　
　 　
　 　
　 　２　公益事業
　 　
　 　
　 　３　収益事業
　 　

　 　　　　　 年　　月　　日 　　　　　 年　　月　　日 　　　　　　年　　月　　日

　 　 　 　 　　　　　　　　　　　　　 　
定款変更の状況 第　　　号　認可（届出） 第　　　号　認可（届出） 　第　　　号　認可（届出）

　 　（主な変更内容） 　（主な変更内容） 　（主な変更内容）

　（監査基準日以前５回分に
　　ついて記載）

　 　 　 　　　　　　　　　　　　　 　

　 　 　 　 　　　　　　　　　　　　　 　

　（主な変更内容）　　　　

　　　　　 年　　月　　日

第　　　号　認可（届出）

　（主な変更内容）

　　　　　　　年　　月　　日

※３　「定款変更の状況」は、基準日以前の５回分について記入してください。

※１　「法人の沿革」欄は、既存の資料（パンフレット等）の添付をもって代えても差し支えありません。　　　　　　          　　 

※２　「法人の行う事業」欄の定員について、施設設立後、定員の変更があった場合は、その経過についても記入してください。　（例）　50人　→　 100人（H17.4.1変更)  

代　表　者　氏　名

第　　　号　認可（届出）

設立登記年月日

電　話　番　号

Ｆ　Ａ　Ｘ　番　号

　

　年　 　月　 　日　　　　　　第　　     　号

１　法人の概況

（ふりがな）
　

　　　　　 年　　月　　日

　

http://

Ｅ－maiｌアドレス

ホームページURL



２　役員・評議員・会計監査人

　（役員構成）　　　　　　　　　　　　　　定数　（理事　　～　　人、監事　　～　　人）　　現員　（理事　　人、監事　　人）

　 　 　 　 　
区　分 氏　　　　名 年齢 職　　　　　　業 他の社 役員報酬 親族等 理事、 備　考

　 　 　 　 会福祉 （手当） 特殊関 監事の
　 　 （才） 　 事業経 支給額 係の有 会社等 （親族等特

殊関係

当初就任年月日 勤務年数

験年数 　　 （円） 無 との契約
の有無

について記
載）

理事長 　 　 　 　 　 　 　 　
　年　月　日～

　年の定時評議員会
　　年　月　日 　年　か月 　年　月　日 　 　 有 ・ 無 有 ・ 無 　

理　事 　 　 　 　 　 　 　 　
　年　月　日～

　年の定時評議員会
　　年　月　日 　年　か月 　 　 有 ・ 無 有 ・ 無 　

理　事 　 　 　 　 　 　 　 　
　年　月　日～

　年の定時評議員会
　　年　月　日 　年　か月 　 　 有 ・ 無 有 ・ 無 　

理　事 　 　 　 　 　 　 　 　
　年　月　日～

　年の定時評議員会
　　年　月　日 　年　か月 　 　 有 ・ 無 有 ・ 無 　

理　事 　 　 　 　 　 　 　 　
　年　月　日～

　年の定時評議員会
　　年　月　日 　年　か月 　 　 有 ・ 無 有 ・ 無 　

理　事 　 　 　 　 　 　 　 　
　年　月　日～

　年の定時評議員会
　　年　月　日 　年　か月 　 　 有 ・ 無 有 ・ 無 　

理　事 　 　 　 　 　 　 　 　
　年　月　日～

　年の定時評議員会
　　年　月　日 　年　か月 　 　 有 ・ 無 有 ・ 無 　

理　事 　 　 　 　 　 　 　 　
　年　月　日～

　年の定時評議員会
　　年　月　日 　年　か月 　 　 有 ・ 無 有 ・ 無 　

理　事 　 　 　 　 　 　 　 　
　年　月　日～

　年の定時評議員会
　　年　月　日 　年　か月 　 　 有 ・ 無 有 ・ 無 　

理　事 　 　 　 　 　 　 　 　
　年　月　日～

　年の定時評議員会
　　年　月　日 　年　か月 　 　 有 ・ 無 有 ・ 無 　

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

監　事 　 　 　 　 　 　 　 　
　年　月　日～

　年の定時評議員会
　　年　月　日 　年　か月 　 　 有 ・ 無 有 ・ 無 　

監　事 　 　 　 　 　 　 　 　
　年　月　日～

　年の定時評議員会
　　年　月　日 　年　か月 　 　 有 ・ 無 有 ・ 無 　

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

人
合計 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　※１　本表は、役員について記入してください。

　　　※２　本表は、基準日現在で作成してください。

　　　※３　「職業」欄は、できるだけ具体的に記入し、公職にあるものは、公職名も記入してください。（例）「○○医院院長」「○○会社社長・○○市議会議員」「○○福祉施設園長」「児童・

　　　　　民生委員」「○○社協会長」「○○会計事務所長」

他の社会福祉法人の役職にあるものは、その社会福祉法人名と役職名も併せて記入してください。
（例）「○○会社社長、社会福祉法人○○会理事（社会福祉法人○○会評議員）」

　　　※４　監事については、財務諸表等の監査を担当する監事は、役員の資格等の「財務管理識見」に○を記入してください。

　　　※５　「親族等の特殊の関係の有無」欄は、各理事・監事・評議員について親族等の特別の関係者の有無を記載し、「有」の場合はその関係について「備考」欄に具体的に記入してください。

　　　　　　（例）「理事（長）○○の長男」「理事（長）○○の妻」「理事（長）○○の経営する会社（法人）の社員（職員）」「理事（長）○○が役員を務める会社（法人）の役員・社員（職員）」

　　　※６　「役員報酬（手当）の支給額」欄は、前年度の総支給額を記入してください。

理事長当初就任年月日
　
社
会
福
祉
事

　
業
経
営
識
見

　
地
域
福
祉

　
関
係

　
施
設
管
理
者

　
社
会
福
祉
事

　
業
識
見

現法人経験

　
財
務
管
理

　
識
見

（※３を参考に、具体的な団体
等の名称・役職等まで記載す

ること。）

通
し
番
号

　 役員の資格等（該当に
○）

現任期
〔○年○月○日

～
○年定時評議員会〕



　（評議員構成）　　　　　　　　　　　　　　　定数　　　　人　　　現員　　　　人定数　　　～　　人　　　　　　現員　　　人

　 　 　 　 　 　
氏　　　　名 年齢 職　　　　　　業 社会 報酬、手当 親族等 評議員の 備　考

　 　 　 福祉事業 等支給額 特殊関関係 会社等との （親族等特殊関係

　 （才） 経験年数 　 （円） の有無 契約の有無 について記載）

　 　 　 　
　年　月　日　～　　年の定時評議員会

　 　
有 ・ 無 有 ・ 無

　

　 　 　 　
　年　月　日　～　　年の定時評議員会

　 　
有 ・ 無 有 ・ 無

　

　 　 　 　
　年　月　日　～　　年の定時評議員会

　 　
有 ・ 無 有 ・ 無

　

　 　 　 　
　年　月　日　～　　年の定時評議員会

　 　
有 ・ 無 有 ・ 無

　

　 　 　 　
　年　月　日　～　　年の定時評議員会

　 　
有 ・ 無 有 ・ 無

　

　 　 　 　
　年　月　日　～　　年の定時評議員会

　 　
有 ・ 無 有 ・ 無

　

　 　 　 　
　年　月　日　～　　年の定時評議員会

　 　
有 ・ 無 有 ・ 無

　

　 　 　 　
　年　月　日　～　　年の定時評議員会

　 　
有 ・ 無 有 ・ 無

　

　 　 　 　
　年　月　日　～　　年の定時評議員会

　 　
有 ・ 無 有 ・ 無

　

　 　 　 　
　年　月　日　～　　年の定時評議員会

　 　
有 ・ 無 有 ・ 無

　

　 　 　 　
　年　月　日　～　　年の定時評議員会

　 　
有 ・ 無 有 ・ 無

　

　 　 　 　
　年　月　日　～　　年の定時評議員会

　 　
有 ・ 無 有 ・ 無

　

　 　 　 　
　年　月　日　～　　年の定時評議員会

　 　
有 ・ 無 有 ・ 無

　

人
計 　 　 　 　 　 　 　

　　　※１　本表は、評議員について記入してください。

　　　※２　本表は、基準日現在で作成してください。

　　　※３　「職業」欄は、できるだけ具体的に記入し、公職にあるものは、公職名も記入してください。（例）「○○医院院長」「○○会社社長・○○市議会議員」「○○福祉施設園長」「児童・

　　　　民生委員」「○○社協会長」「○○会計事務所長」

　     　他の社会福祉法人の役職にあるものは、その社会福祉法人名と役職名も併せて記入してください。（例）「○○会社社長、社会福祉法人○○会理事（社会福祉法人○○会評議員）」

　　　※４　「親族等の特殊の関係の有無」欄は、各理事・監事・評議員について親族等の特別の関係者の有無を記載し、「有」の場合はその関係について「備考」欄に具体的に記入してください。

　　　　　　（例）「理事（長）○○の長男」「理事（長）○○の妻」「理事（長）○○の経営する会社（法人）の社員（職員）」「理事（長）○○が役員を務める会社（法人）の役員・社員（職員）」

　　　※５　「報酬、手当等支給額」欄は、前年度の総支給額を記入してください。

会計監査人または専門家（公認会計士、監査法人、税理士又は税理士法人）の設置状況

　　□選任あり　　（選任時期　　　年　月）　　（公認会計士（氏名　　　　　　　　　　　　　）　　　　　　　　監査法人（法人名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　　□選任予定　（選任予定時期　　　年　月）　⇒　□決定　　（公認会計士等：氏名　　　　　　　　　　　　　）　　　監査法人等（法人名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⇒　□未決定・選定中
　　□選任予定なし・未定

　改正社会福祉法において、29年度から、「特定社会福祉法人（一定の事業規模以上の社会福祉法人）は会計監査人を置かなければならない」とされた。この「事業規模」については政令で定めることとされているが、現在は
収益（事業活動計算書におけるサービス活動収益）が30億円以上の法人、又は負債（貸借対照表における負債）が60億円以上の法人とされている。

　
　
通
し
番
号

現任期
〔○年○月○日

～
定時評議員会〕

（※３を参考に、具体的な団
体等の名称・役職等まで記

載すること。）



３　職員の状況

　
　 　　　　　　 　 　 　 　
　 　　　　　　 性 年 専任 退職 親　族 　

職　　種 氏　　　　名 　 共済 備     考 　
別 齢 兼任 加入 関　係 　

　 　　　　　　 　 の （級号） 本俸額（円） （級号） 本俸額（円） 　 　
　 　　　　　　 （才） の別 有無 　

　
　 　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　 　 　

　
合計 人 　 　 　 　 　 　 　

　

　　※１　本表は、基準日現在の法人事務局職員（非常勤職員も含む）の状況を記入してください。

　　※２　「専任、兼任の別」欄は、当該法人にのみ常時勤務する場合を「専」、当該法人の他の施設にも勤務する等ほかにも時間的拘束の伴う仕事をもっている場合を「兼」とし、その業務内容については
　     　　「備考」欄に記入してください。
　　※３　「本俸」欄は、級号・本俸額を記入するとともに、本年度４月分の給与台帳の写しを添付してください。
　　※４　「親族関係」欄は、法人役員及び施設長と親族関係等特別な関係にある者について、記入してください。（例）「施設長の妻」「理事（長）の長男」「○○理事の甥」等
　　※５　「備考」欄は、会計責任者及び出納職員の区別、また、職種がパートタイマーの者について、勤務形態を記入してください。（例）「週４日、８：３０～１７：３０」「日曜祝日のみ、６：００～１５：００」

(現法人経験)　
経験年数 本　　　　　俸

現法人で勤務
を始めた日

現在の職種に
就いた日

前年度４月分 本年度４月分



４　理事会、評議員会開催状況 □　理事会　　　□　評議員会

 定足数 評議員又は理事 監事 議　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　題

出席者数／欠席者数／現員 同意者数／現員
異議ない者の数／
現員

　

　 　 ／　　　　／ 　 ／ ／ 　

　 　 　 　 　

　 　 　 　

　 　 ／　　　　／ 　 ／ ／ 　

　 　 　 　 　

　 　 ／　　　　／ 　 ／ ／ 　

　 　 　 　 　

　 　 　 　

　 　 ／　　　　／ 　 ／ ／ 　

　 　 　 　 　

　 　 ／　　　　／ ／ ／ 　

　 　 　 　

　 　 　

　 　 ／　　　　／ ／ ／ 　

　 　 　 　

　 　 ／　　　　／ ／ ／ 　

　 　 　 　

　 　 　

　 　 ／　　　　／ ／ ／ 　

　 　 　 　

　 　 ／　　　　／ ／ ／ 　

　 　 　 　

　 　 　

　 　 ／　　　　／ ／ ／ 　

　 　 　 　

　 　 ／　　　　／ ／ ／ 　

　 　 　 　

　 　 　

　 　 ／　　　　／ ／ ／ 　

　

　　※１　本表は、理事会、評議員会ごとに別葉として作成してください。

　　※２　「本年度」欄は、基準日までの実績を記入してください。

決議の省略をした場合

開 催 通 知
施行年月日

議案書の送付
の有無

開催年月日
決議があったも
のとみなされた
日

提案書送付日欠席者氏名
監事の出席状況

（出席した監事の氏名
を記入）

現に開催した場合

前
々
年
度

前
年
度

本
年
度



５　監査の状況

　（１）　監事監査の実施状況

監査年月日 監査実施者名 　監査結果の内容及び指示・指摘事項 今後の改善計画

　 　 　 　

　 　 　 　

　 　 　 　

　 　 　 　

　 　 　 　

　 　 　 　

　 　 　 　

　 　 　 　

　 　 　 　

　 　 　 　

　 　 　 　

　 　 　 　

　 　 　 　

　 　 　 　

　※　本年度の監査報告書（写）を添付してください。

　（２）　自主的内部点検の実施状況（前年度）

　実施者職氏名 　点検内容及び指示事項 今後の改善計画
　 （具体的に記入すること） （未実施の場合、その理由及び実施計画

について具体的に記入すること）

　 　 　 　
　 　 　 　
　 　 　 　

　※　「点検内容及び指示事項」、「今後の改善計画」を具体的に記入してください。

　（３）　会計監査人による監査に準ずる監査の実施状況（前年度及び本年度）

　 　 　 　
　 　 　 　
　 　 　 　

　※　「会計監査人による監査に準ずる監査」とは、会計監査人を設置せずに、公認会計士又は監査法人による計算関係書類及び財産目録を監査対象とする監査をいいます。

監査実施者名
（公認会計士または監

査法人名）
監査結果の内容及び指示・指摘事項

今後の改善計画
（未実施の場合、その理由及び導入計画

について記入すること）

前
々
年
度

前
年
度

本
年
度

監査年月日

　

改善済・未改善

　

改善済・未改善

改善済・未改善

　

　

　

監査年月日



　（４）　財務会計に関する内部統制の向上に対する支援の実施状況（前年度及び本年度）

　 　 　
　 　 　
　 　 　

　※　公認会計士又は監査法人との契約に基づき、「財務会計に関する内部統制の向上に対する支援業務実施報告書」に記載された支援項目等に関連して発見された課題及び
　　その課題に対する改善の提案の報告を受けたものをいいます。
　※　決算業務又は記帳代行業務を行うものは該当しません。

　（５）　財務会計に関する事務処理体制の向上に対する支援の実施状況（前年度及び本年度）

　 　 　
　 　 　
　 　 　

　※　専門家との契約に基づき「財務会計に関する事務処理体制の向上に対する支援業務実施報告書」に記載された支援項目の確認及びその事項についての所見を受けるものをいいます。
　※　決算業務又は記帳代行業務を行うものは該当しません。

　（６）　会計事務等の委託状況

　（７）　内部管理体制の状況（特定社会福祉法人のみ）

９　上記８の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを
　　受けないことを確保するための体制

10　監事の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職
　　 務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

11　その他監事の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　年　　月　　日　～
年　　月　　日

業務実施期間

５　監事がその職務を補助すべき職員を置くことを求めた場合における当
　　該職員に関する事項

６　上記５の職員の理事からの独立性に関する事項

　

年間費用

　

改善済・未改善

７　監事の左記５の職員に対する指示の実効性の確保に関する事項

８　理事及び職員が監事に報告をするための体制その他の監事への報告に
　　関する体制

今後の改善計画
（未実施の場合、その理由及び導入計画

について記入すること）

今後の改善計画
（未実施の場合、その理由及び導入計画

について記入すること）

　

理事会での決定年月日
決定事項

（決定していれば○を
つけること）

　

１　理事の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

２　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

３　理事の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

４　職員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
　　体制

改善済・未改善発見された課題

　年　　月　　日　～
年　　月　　日

業務実施期間
支援業務実施者

（公認会計士名または
監査法人名）

委託内容

　 　 　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日 　

会計事務所名
担当者名

（資格・職・氏名）
委託期間

発見された課題
支援業務実施者

（公認会計士名または
監査法人名）



６　資　産（土地・建物）等の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（１）自己所有資産の状況

　 取得（建設）
　 所　　　　　在　　　　　地 地目又は構造 用途・施設名 年　月　日    設　　　定
　 　 　 　 定　　款 登記簿 　 提供の有無 　提　　供　　先

　　 ㎡ 　　 ㎡

基本財産 １　土　　地 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
　 　 　 　 　 　 　 　 　

　
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
２　建　　物 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　 　 　
　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

その他 １　土　　地 　 　 　 　 　

２　建　　物

　 　 　 　 　 　
　※　土地は一筆ごと、建物は一棟ごとに記入してください。

面　　　　　積 担　保　提　供　の　状　況

年　月　日所轄庁の
承認年月日

　

　

　

　

　

抵　当　権

　

　

　

　
　



６　資　産（土地・建物）等の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（２）借地等の状況

　 所　　　　　在　　　　　地 地　目・構　造 用途・施設名 借入期間 借料年額

　 　 　 　 （㎡） 利用権設定 契　約　書 相　　手　　方 　

　 　 　 　 　 登記年月日 の　有　無 （※利用権を設定していない場合はその理由）

　 　 　 　 　 　 本部 施設

　１　土　　地 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　２　建　　物

　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　

　　　※１　土地、建物はそれぞれ一筆、一棟ごとに記入してください。
　　　※２　借地等は、法人、施設で借用している全てを記入してください。
　　　※３　法人に借地がある場合は、借地、自己所有地、建物の配置状況が分かる図面を添付してください。
　　　※４　借用している土地、建物に係る利用権（地上権又は賃借権）を設定していない場合は、その理由を記入してください。
　　　※５　「借地料支払会計区分」欄は、本部会計、施設会計の別に該当欄に○印を記入してください。

面　　　　　積

会計区分

借料支払
土地・建物借用に係る利用権・契約書の状況



６　資　産（土地・建物）等の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（３）保有有価証券の状況

ア．株式

　 保有する株式の企業名

　 　 当該企業の 保有する株式の全株式

　 全株式数（株） に占める割合（％）

　 　 　 　 　

　１　基本財産 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　

　２　その他財産

保有する有価証券名 保有する額面 当該有価証券の入手日 備考

１　基本財産

　 　

２　その他財産

　 　

　 　

　 　

　 　

　　　※１「保有する株式数（株）」欄は法人が所有している当該企業の株式数を記入してください。
　　　※２　「保有する株式の全株式に占める割合（％）」欄は、「保有株式数÷当該企業の株式総発行数Ｘ１００」の数値を記入してください。
　　　※３　「当該企業との関係」欄は法人役員等と当該企業との出資関係、人事関係、取引関係等を詳細に記入してください。
　　　※４　「保有する有価証券名」欄は国債、地方債、投資信託等の株式以外の有価証券名を記入してください。

イ．株式以外の有価証券

保有することとなった
経過、理由等

当該企業との関係

保有する株式数（株）

保有する株式数等
当該株式の

入手日
　保有することとなった

経過、理由等



７　借入金の状況

理事
　 会の 贈与 担保 　 　 　 　 　 　 年
　　 借　　入　　先 承認 契約 物件 借入目的 借入金額 契約年月日 借入期間 利率 現在残高 　 　 　 県・市 役　員 後援会 民改費 特別会 その他 　

年月 の 度 元　金 利　息 合　計 　 　 　 　 　 （具体 合　　計
　 日 有無 　 　 　 　 　 　 　 　 補助金 寄　付 寄　付 繰入れ 計繰入 的に） 　
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

円 年 ％ 円 前 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
　 　 　 　 　 　 　 　

本
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
　 　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

合    計 　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　※２　借入金は、整備資金に限らず、つなぎ資金・経常資金等についても記入し、また、金融機関に限らず、役員等個人からの借入金についても記入してください。
　　　※３　「担保物件」欄は、具体的に記入してください。
　　　※４　「借入目的」欄は、特に複数の施設が借入れている場合は、施設名を明確に記入してください。
　　　※５　「現在残高」欄は、基準日における残高を記入してください。
　　　※６　「年間償還額」、「充当財源別金額」欄は、上欄に前年度実績額、下欄に本年度予定額を記入してください。
　　　※７　それぞれの借入金について,借入金償還計画書を添付してください。　　　　　　　

　　　※１　贈与契約「有」の場合は、契約書の写しを添付してください。

　 年　　間　　償　　還　　額 充　　当　　財　　源　　別　　金　　額　



８　本部サービス区分における施設サービス区分からの借入れ状況（措置施設を経営する法人のみ）
　

借入年月日
　
　

借入金額 千円 　

　
　　　　　　　 　
借入理由 　

　　　　　　　 　

返済年月日 　

　　※１　前年度中の施設サービス区分からの借入金について記入してください。
　　　　　　（借入金には、本部サービス区分を経由する同一法人内の各施設サービス区分、収益事業及び公益事業等の拠点区分のための借入金も含みます。）　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

９　施設サービス区分から本部サービス区分等への繰入れの状況（措置施設を経営する法人のみ）
（平成16年3月12日雇児発第0312001号、社援発第0312001号、老計発第0312001号「社会福祉法人が経営する社会福祉施設における運営費の運用及び指導について」
厚生労働省雇用均等・児童家庭局長、社会・援護局長、老健局長連名通知関係）･･･（最終改正：令和７年３月31日）

（１）　運営費、運用収入別の繰入額の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

計

施設名　　　　　　　　　 　　　　　　 　　　　　 　　　　　　
事項 （使途）

　　　　 円 　　　　 円 　　　　 円 　　　　 円

運用収入からの繰り入れ額 　　　　　　 　　　　　　 　　　 　　 計 円 円 円 円
　　　　　　 　　　　　　 　　　　 　　　 　 （使途）
　　　　　　 　　　　　　 　　　 　　　　 　　

　　　　　　 　　　　　　 　　　　 　　　 　
計 円 円 円 円

　 合　　　　　　計 　　　　　　 　　　　　　 　　　 　　　　 　 （使途）

※１　本表の小計の額は、0312001号局長通知３の（３）による繰入額のみの計を記入してください。

○運用収入繰入額の算出根拠 計 円 円 円 円
（使途）

計 円 円 円 円
合計

　　　※　本表の合計欄の額は、９の（１）小計額と一致します。

（２）　繰入金の使途内容及び使途別繰入額の状況

局長通知１の（４）関係
　・サービス第三者評価の結果公表　　　　（　有　・　無　） 繰入金を発生させた施設名

借入金の償
還金及びそ
の利息

運営費からの民改費相当繰入額(局長
通知１の（１）～（４）の要件全てを満たす
場合)

法人本部の
運営に要する
経費

　 小　　　　　　計

積立金（前期末支払資金残高を含む）
取り崩しからの繰入額

預金種類 元金 設定利率 計

　・第三者委員による苦情解決対応及び結果公表　　（　有　・　無　）

計

円 円

合　　　計

※　「運用収入額」欄について、局長通知の１の（１）～(３)の要件を満たす場合は、事務費収入決算額を記入してください。

法人が行う第
１種、第２種
社会福祉事
業の運営に
要する経費

※２「運営費からの民改費相当繰入額」欄について、局長通知の１の（１）～(３)の要件を満たす場合は、民改費の管理費加
算分相当繰入額を記入してください。

運用収入額 積算内訳 法人が行う公
益事業の運
営に要する経
費

（局長通知1の(1)～(4)の要件すべてを
満たす場合）



１０　法人関係者との取引内容（計算書類に対する注記事項１２の再掲）

役員の兼務等 事実上の関係

(注)１　法人関係者の範囲は、社会福祉法第27条に規定する「理事、監事、評議員、職員その他の政令で定める社会福祉法人の関係者」※１とすること。

２　社会福祉法人会計基準の制定に伴う会計処理等に関する運用上の取扱いについて（平成28年３月31日付け雇児発0331第15号ほか

　厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）中、社会福祉法人会計基準の運用上の取り扱い「22関連当事者との取引の内容について」

※２を参考に年間支払額100万円以上のものを記載すること。

※１ 「理事、監事、評議員、職員その他の政令で定める社会福祉法人の関係者」

　　①当該社会福祉法人の設立者、理事、監事、評議員又は職員、②前号に掲げる者の配偶者又は三親等内の親族、

　　③前２号に掲げる者と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者④前２号に掲げる者のほか、第１号に掲げる者から受ける金銭

　　その他の財産によって生計を維持する者⑤当該社会福祉法人の設立者が法人である場合にあっては、その法人が事業活動を支配する法人又は

　　その法人の事業活動を支配する者として厚生労働省令で定めるもの

※２ 「22関連当時者との取引の内容について」

１ 関連当事者との取引については、次に掲げる事項を原則として関連当事者ごとに注記しなければならない。

（1）当該関連当事者が法人の場合には、その名称、所在地、直近の会計年度末における資産総額及び事業の内容

　　なお、当該関連当事者が会社の場合には、当該関連当事者の議決権に対する当該社会福祉法人の役員又は近親者の所有割合

（2）当該関連当事者が個人の場合には、その氏名及び職業

（3）当該社会福祉法人と関連当事者との関係

（4）取引の内容

（5）取引の種類別の取引金額

（6）取引条件及び取引条件の決定方針

（7）取引により発生した債権債務に係る主な科目別の期末残高

（8）取引条件の変更があった場合には、その旨、変更の内容及び当該変更が計算書類に与えている影響の内容

２ 関連当事者との間の取引のうち次に定める取引については、１に規定する注記を要しない。

（1）一般競争入札による取引並びに預金利息及び配当金の受取りその他取引の性格からみて取引条件が一般の取引と同様であることが明白な取引

（2）役員又は評議員に対する報酬、賞与及び退職慰労金の支払い

種類 法人等の名称 住所 資産総額
事業の内容
又は職業

議決権の
所有割合

関係内容

取引の内容 取引金額 科目 期末残高



１１　法人・施設に対する寄付金の状況
（１）　役職員の寄付状況　 （２）　寄付金関係帳簿等の整備状況

　 　 　
役職名 　氏　　名 　

　 　 　
　 　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　

　 　 　　　　 円 　　　　 円 　　　　 円 　　　　 円 　　　　 円 　　　　　円 　

　 　 　 　 　 　 　 　 　
　 　 　 　 　 　 　 　 　
　 　 　 　 　 　 　 　
　 　 　 　 　 　 　 　
　 　 　 　 　 　 　 　 　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　

※　上記関係帳簿等の整備の有無について　　　　　　　　　　　　　　
　　○を付けてください。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　

　　　　 円 　　　　 円 　　　　 円 　　　　 円 　　　　 円 　　　　　円

※　役職員とは、当該法人の役員及び法人職員とし、金額の多少にかかわらず当該法人又は施設に寄付している
　　額を記入してください。

（３）　一般の寄付状況
　　　　

　　　　

　 人　　数
　　　（人）

金　　額
　　　　（円）

人　　数
　　　（人）

金　　額
　　　　（円）

人　　数
　　　（人）

金　　額
　　　　（円）

人　　数
　（人）

金　　額
　　　　（円）

人　　数
　　（人）

金　　額
　　　　（円）

人　　数
　　　（人）

金　　額
　　　　（円）

人　　数
　　　（人）

金　　額
　　　　（円）

人　　数
　　　（人）

金　　額
　　　　（円）

人　　数
　　　（人）

金　　額
　　　　（円）

　 （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　）
　 取引業者

　
業　　者

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

入所者
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

寄付者名 家　　族
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　
遺　　族

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　
その他

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

計 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　※１　「本年度」欄は、基準日までの実績を記入してください。
　　　※２　寄付物品については、収入計上したものについて上段（　）書き別掲としてください。
　　　※３　「取引業者」欄は、「業者」（企業・商店等）のうち施設整備及び運営等について直接法人又は施設と取引関係がある業者について記入してください。

本年度 前年度 前々年度

本部会計
で受 　入

施設会計で
受　　　　入

本部会計
で受 　入

施設会計で
受　　　　入

本部会計
で受　 入

計

本　年　度 　　　　　　　　　　　　　前年度　　　　　　　　　　 前々年度

施設会計で
受　　　　入

寄付金台帳　 有　・　無

本　部 施　設 計 本　部 施　設 計 本　部 施　設 計

帳　　　簿　　　等 整　備　状　況

寄　付　申　込　書 有　・　無

寄付受領書の交付　 有　・　無



１２　研修の状況（前年度から基準月まで）

研修計画（法人が有する施設職員の研修計画も含む。）を策定していますか 有 無

区分 実施年月日 開催者・場所 参加職名区分 参加者名 研修日数

役員

職員

※　前年度の研修計画及び実績の資料の写しを添付しても差し支えありません。

１３　苦情解決への取り組み状況（前年度から基準月まで）

区分 件数 受付年月日 申立者と利用者の関係 処理年月日

運営適正化委員会に寄
せられた苦情

市町村等を通じた苦情

計 0

件数

0

※　苦情解決結果の活用方法について、件数を記入してください。

研修内容研修会名

　苦情解決責任者

　（氏名）

苦情受付担当者

（職）　　　　（氏名）

（職）　　　　（氏名） （職）　　　　（氏名）

苦情解決結果の公表方法
（概要を記載すること。）

※　苦情処理一覧等の写しを添付して代わりとしても差し支えありません。

１　第三者委員会への定期報告

２　理事会への報告

項目

活用方法

計

施設（事業所）の相談
窓口に寄せられた苦情

　　年　　月　　日
～　　年　　月　　日

３　職員への報告及び職員研修会での活用

苦情内容 処理方法及び結果

（職）　　　　（氏名） 　（氏名） 　　年　　月　　日
～　　年　　月　　日

第三者委員の職名
（評議員、監事、民生
委員、弁護士等）

第三者委員の氏名
入所者及び家族等に対する周知方法（具

体的に記入すること）
第三者委員の任期



１４　情報開示の状況

　法人ホームページの有無　 有　・　無 （無の場合の公表方法　　　　　　　　　　　　　　　　　　　による）

対象書類 備置き及び閲覧の有無 必須
インターネットホームページに

よる公表の有無
必須 備考

事業報告書 有　・　無 ○ 有　・　無

財産目録 有　・　無 ○ 有　・　無

貸借対照表 有　・　無 ○ 有　・　無 ○ 財務諸表等電子開示システム上で公表

収支計算書（事業活動計算書・資
金収支計算書）

有　・　無 ○ 有　・　無 ○ 財務諸表等電子開示システム上で公表

監査の意見を記載した書類 有　・　無 ○ 有　・　無

現況報告書（役員名簿、補助金、社
会貢献活動に係る支出額、役員の親
族等との取引状況を含む）

有　・　無 ○ 有　・　無 ○ 財務諸表等電子開示システム上で公表

役員区分ごとの報酬総額 有　・　無 ○ 有　・　無 ○ 現況報告書に記載

定款の内容 有　・　無 ○ 有　・　無 ○

役員報酬基準 有　・　無 ○ 有　・　無 ○

事業計画書 有　・　無 ○ 有　・　無

１５　個人情報保護に関する措置状況

　個人情報取扱事業者の該当の有無

有　・　無

１６　サービス評価の実施状況（前年度）

評価方法 実施年月日 実施結果

自己評価

評価機関による第三者評価

　　※１　本表は、法人の実施する全ての事業所等について、サービス評価の実施状況等について記載してください。

　　※２　評価方法に該当する欄に記入してください。

１７　公印等の管理状況 １８　ＩＳＯ９００１の認証取得状況

保管場所 ＩＳ０９００１の認証取得した施設名

　小口現金 取得年月日

　公印 認証機関名

　銀行印 更新年月日

　通帳等

※　法人分について記載して下さい。（法人本部が施設内にある場合はその施設分についても記載してください。）

保管及び保管場所の鍵の管理者

施設（事業所）名 具体的な実施方法・基準

　プライバシーポリシーや個人情報
　保護規程の策定、公表の状況

　責任体制の確保（個人情報保護管
　理者の設置等）の状況

従業者の啓発（研修実施等）の状況



１９　地域に開かれた事業運営の実施状況

養成校研修生又は介護相談員の受入状況 ボランティアの受入状況

２年前（令和　　年度） 名 名

１年前（令和　　年度） 名 名

本年度（受入予定） 名 名

施設の機能を地域に開放するための取組状況について

受入に関する基本方針

受入体制の整備状況

研修プログラムの作成状況

これまでの受入実績等

利用者と地域との交流を広げるための地域への働きかけ
について



２０　地域における公益的な取組（社会福祉法第２４条第２項関係）

事　業　額（円）

（年額・総額の別）

（注）1　「事業額」欄には、年額または事業総額の別を記載すること。

　　施設の金額が把握できない場合は、その旨記載した上で法人全体の金額を記載可。

2　地域における公益取組の例

①社会福祉事業のうち通常の利用料より低額で提供するもの

　・特別養護老人ホーム　等

②　公益事業のうち地域公益事業（社会福祉充実残額の再投下対象事業）

　・介護保険制度外の生活支援サービス・在宅支援事業

　・低所得世帯等に対する生活支援の実施

　・施設退所者・退所児童に対する継続的な支援　等

 ③上記のうち、事業性のないもの（取組）

２１　社会福祉充実計画の作成状況（該当がある場合記載すること）

計画提出日 計画額（円） 計画期間 事業概要

　社会福祉法において、社会福祉法人が他の事業主体では対応が困難な福祉ニーズに対応していくこと、すなわ
ち既存の制度の対象とならないサービスを無料又は低額な料金により積極的に提供していくことが、社会福祉法
人が社会福祉事業及び公益事業を行うに当たっての責務として明記されている。
　法人において実施している公益的な取組状況を記載すること。

事　業　名 事業開始時期 事　業　内　容



２２　添　付　資　料

　　（１）　定款 （定款本文と直近の変更認可の指令書（写）を添付してください。）
※改正社会福祉法に伴う全面改正の定款変更認可の指令書（写）は除く。

　　（２）　履歴事項全部証明書または法人登記簿謄本の写し（基準日直近のもの）

　　（４）　事務決裁規程（理事長の専決規程を含む）、役員報酬規程、役員の費用弁償規程、旅費規程、経理規程、公印管理規程、就業規則、給与規程、苦情解決処理規程、評議員選任・解任委員会細則

　　（５）　計算書類等（令和７年度分）
ア　資金収支計算書及び資金収支内訳表（第１号１～４様式）
イ　事業活動計算書及び事業活動内訳表（第２号１～４様式）
ウ　貸借対照表及び貸借対照表内訳表（第３号１～４様式）　※注記含む
エ　財産目録（別紙４）
オ　附属明細書

カ　預金残高証明書の写し（前年度末日）
キ 未収金・立替金・前払金・仮払金・未払金・預り金・借受金の各残高明細表
ク　固定資産管理台帳
コ　監事監査報告書の写し

　　（６）　計算書類等（令和６年度分）
ア　資金収支計算書及び資金収支内訳表（第１号の１～４様式）
イ　事業活動計算書及び事業活動内訳表（第２号の１～４様式）
ウ　貸借対照表及び貸借対照表内訳表（第３号の１～４様式）　※注記含む

　　（７）　事業報告書（令和７年度分）

　　（８）　令和７年度分及び監査日直近までの理事会・評議会議事録の写し（奥書証明不要）
　　　　　　※決議の省略を行った理事会・評議員会がある場合は、議事録のほかに、理事全員の同意書の写し、監事全員の確認書の写し、評議員全員の写し

　　（９）　組織図または事務分掌表

※上記様式、別紙等は「社会福祉法人会計基準」、「社会福祉法人会計基準の運用上の取扱い」、「社会福祉法人会計基準運用上の留意事項」に基づくもの。

※該当しない明細書は省略可。

（会計基準別紙３　①「借入金明細書」、②「寄付金収益明細書」③「補助金事業等収益明細書」、④「事業区分間及び拠点区分間繰入金明細書」、⑤「事業区分間及び拠点区
分間貸付金(借入金)残高明細書、⑥「基本金明細書」、⑦「国庫補助金等特別積立金明細書」、⑧「基本財産及びその他の固定資産の明細書」、⑨「引当金明細書」、⑩「拠点
区分資金収支明細書」、⑪「拠点区分事業活動明細書」、⑫「積立金・積立資産明細書」、⑬「サービス区分間繰入金明細書」、⑭「サービス区分間貸付金(借入金)残高明細
書」、⑮「就労支援事業別事業活動明細書」、⑮-2「就労支援事業別事業活動明細書（多機能型事業所等用）」、⑯「就労支援事業製造原価明細書」、⑯-2「就労支援事業製造
原価明細書（多機能型事業所等用）」、⑰「就労支援事業販管費明細書」、⑰-2「就労支援事業販管費明細書（多機能型事業所等用）」、⑱「就労支援事業明細書」、⑱-2「就労
支援事業明細書（多機能型事業所等用）」、⑲「授産事業費用明細書」）

　　（３）　基本財産及び借用している土地及び建物の全部事項証明書または登記簿謄本の写し（基準日直近のもの）


